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（いくら達成できたのか）
１１　実施状況
（どうやったの
か）

１０　達成率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
20

庁舎内検討会は行っていないが、平成17年度において指定管理者制度により管
理できる施設を選定し、条例等を見直した。施設使用料については、基本的に従
来通りの料金設定とした。町が使用料を徴収する施設のほとんどが教育委員会
所管施設となった。

１７年度

１　実施事項名公共施設使用料の見直し

３　現状・問題
点・必要性（な
ぜやるのか）

現在公共施設の使用料は、大部分町民は無料となっている。受益者負担の原則に立ち、使用料
の見直しを図る。

２　担当課
各関係課
(主：教育委員会)

４　対象等
（なにを・だれ
を）

公共施設使用料

５　実施内容
（何をどのよう
にやるのか）

受益者負担の適正化を図るため、使用料の見直しを検討する。

６　成果
（どうなるの
か）

財源の確保。受益者負担の適正化。

７　活動指標
（何をどれだけ
やるのか）

２０年度１９年度１８年度１７年度

８　工程表（いつ完了するのか）　上段：計画　下段：実績
指標名

２１年度～

目標
値

定義・算定式

①庁内検討会
の実施。

平成１９年３月までに検討会
を開き方針を決定する

３回

９　効果額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万円）
（いくら節減できるのか）

②検討結果に基
づく推進

検討の結果、使用料の見直
しが必要という結論に至っ
た場合、料金設定を行い、
実施に向けて準備する。

１８年度
検討会において、普通財産（建物）を他団体が使用している場合、電気、水道等
の経費についても使用者が負担すべきとの立場から、旧小学校の利用者につい
て、平成１９年度から実費相当部分を負担してもらうこととした。

１９年度

２０年度

２１年度


